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住宅の質の選択と価格関数

B
JF太田山

§ 1 は じ め に

住宅についての経済分析は都市経済学の一分野であるが， 特に我が国における住宅問題を考える

場合には， 米国で発達したUrban Economicsを直接に適応させるわけにはゆかない。 その理由

は Urban Economicsに共通な前提条件， つまり諸モデルの仮定が米国においては現実的であっ

ても，我が国の都市の現実と乖離しているからである。 これはもちろん雨国における都市の歴史的

発展の過程， それを生ぜしめたところの社会的構造に大きな相違があることに根本的原因が求めら

れるわけであろう力;， この原因究明は本稿の課題の範囲をはかるに越えていると言わざるをえない。

米国における都市化の著しい特徴は，都市化の第二段階といわれる享務所等の都市中心部への集
(1)

中化と，それに対応する人口の郊外化現象と言うことができるであろう。1920年代から早くも起っ

た郊外化は，1960年代から徐々に雇用の中心さえも郊外へと分散化される傾向にあり，総じて米国

における経済的繁栄に係わる部分は確実に郊外化を進展させており， 現在においてもこのバターン

は定着している。 一方アメリカ都市経済学は，新古典派型の価格理論によって， まず都市における

地代曲線の形状の說明と， 住宅立地理論にみられる所得別の郊外化行動を説明するべく確立された
( 2 )

のである。 こうした中高所得層の動きは郊外に良質の労働力を貯え，郊外の土地の利用可能な面積

注 （1 ) 山田浩之『都市0 経済分析』 P .193 (東洋経済新報社，1980)において都市化の三段階が区分されている。
( 2 ) 例えばEdwin S. M illsによれば家計は商工業の中心地で雇用されているため， その居住地から中心堆まで通勤 

しなければならない。今，距離当りの通勤費用をf であるとする。 通勤時間によって失われる機会所得であると 
みてもよいし，通勤に伴う精神的. 肉体的苦痛の金額表示とみてもよいであろう。するとこの家計の予算制約は

Px(u)+h(ji) . ........................... (1)
ここで;F は消費財の購入量. はその価格， hOOはこの家計の住宅地の広さ，V は所得，《は中心地からの距離 

であろ。（1)式の兩辺を《で微分すると

P . ニ ") + ト 0

学 二 ぐ -レ f 管 -及(")学 }................... (2)

ところが均衡においては消費財と土地の限界代替率は相対価格比に等い、から，
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と地価の安さという要因と相まって成長企業の立地の誘因となる。 したがって逆に都市中心部は種

々の側面において貧困化を余儀なくされ，低質住宅や差別のいわゆる都市問題を発生させることに

なる。 米国の都市経済学者の重要な関心は，単 に positiveな都市の描写のみならず， このような
(3 )

社会問題に対する極めて政策論的な処方に置かれていることも享実である。 これらのアメリカ都市

経済学および都市問題の背景に共通な前提は人口，住民，労働の可動性であり， 人々は極めて自由

に移住できると仮定されているし， また事実としてもかなり頻繁に移動しているのである。 したが

って新しい都市に雇用を得た人口は，主として自動車という交通機関を利用することを前提に自己

の住宅需要を満たすべく自由に* :地を選択することができるのである。

これに対して我が国においては住民の郊外化現象が起るのは最近のことであり， アメリ力型の居

住バターンはいまだ決して普遍的なものとなっていない。 企業の都市中心部での立地は支配的で，

中心部を形成する所得層も必ずしも低所得層だけがとり残されているとは言えない。 むしろ都市中

心部は労働の質，市場の豊かさ，交 通 • 通信の便利のよさという産業立地の条件を満たし， 潜在的

な成長余力をさえ保っていると言うべきであろう。 このように経済的な安定性をもつ都市の内部に

含まれる土地は当然のことながら，非都市部に比して著.しく高い市場価値を付与されている。 我が

国のように土地自体が単に居住用の一財であるだけでなく， 重要な資産の一部を形成している社会

においては，そこに立地することは個人の経済活動を強く制約することになり， 自己の所有する土

地 を 離 れ て （もしくは容易に手離して）， 他所に自由に移住する傾向を弱めることになろう。 しかし
(4)

ながら経済の高度成長期においては過去の労働地域間移動に関する研究が示すように， 農村の若年 

労働都市への移動が活発であった事には注意する必要がある。

いずれにしても我が国の場合には米国と異なり， 歷史的にかなり長期をかけて都市への定住が圓 

まっていると言えよう。 したがって都市における住宅の需給を分析する際にも， この点を考慮した 

モデルの設定がなされてしかるべきである。本稿においては従来の都市経済学と異なって， ある立 

地特性が住宅需要者の選好を支配し， この選好にもとづいて如何なる住宅の質が選択されるかを問

住宅の質の選択と価格関数

dxKu) _ 
dh(M) 

ゆえに(2)式は
P

Ku)

th'Qu)

-<0

->0.
du^ が( " ）

(3)式より地代曲線は右下りで，距離が違くなるにつれ地代は安くなるから住宅の面積は広くなり，（4)式よりその地 
代曲線は原点に对して凸であることがわかる。これらの地代付け値曲線をもとに市場均衡堆代曲線が前者の包絡線と 
して求められるであろう。

注 （3 ) 代表的なものとして，D. Netzer, Economics and Urban Problems, Basic Books 1970 (山田浩之監訳『都市間' 
題の経済学』 ミネルグァ書房，1975)がある。

( 4 ) 我が国における地域間労働移動の理論的. 実証的研究としては， 例えば西川俊作『地域間労働移動と労働市場』 
有斐閣，1966年など。
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題とする。従来の都市経済学では選好と所得を与件として立地を決定する構造であるのに対して， 

ここでは立地を与件として住宅の需給を決定する試みがなされている。

§ 2 住 宅 需 要 と 住 宅 の 質

我が国における住宅問題は第二次大戦の終了を始点と考えれぱ現在に至ろまでを大きく三段階に
(5 )

分けることができよう。第一は戦後の復興期に相当する1945年より約15年間の時期である。 この時 

期は都市の回復を意味し， 戦争によって喪失した住宅は都市における住民の住宅不足をもたらした 

力;，旺盛な借家建設を14として従来の都市人口のための住宅建設は着実に増加した。次いで1960^ 

代に入るといわゆる経済成長の時代で， その約10年間は人口移動に伴う第二の住宅不足の時期とい 

える。東京，名古屋，大阪の三大都市周辺への人口流入が極めて顕著な時期であり， 大都市圏での 

深刻な住宅難は持家• 民営借 家 • 公 営 住 宅 • 公団住宅， 給与住宅等ほとんどすべての住宅建設の増 

加を必要とした。 しかし蓉エ新設戸数についての所有関係別割合の変化を表一1 によって見れぱ明 

らかなように，借家は別として持家• 給与住宅いずれも割合は減少している。

表一1 住宅所有関係別着工新設戸数割合（単位
( 『資料でみる日本の住宅問題J— 住宅金融公庫編，1980より）

1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970

持 家 55.0 48.3 44.5 43.4 42.9 46.2 47.7 48.1 45.5 42.7 40.4
借 家 34.4 41.0 45.3 45.3 44.3 42.8 40.4 39.0 40 .1 42 .1 42.3
給 与 7 .1 7.7 6.4 6.8 7.8 6.3 6.1 6.2 6.0 5.3 5.9
建 売 り 分 譲 3.5 3 .1 3.8 4.5 5.0 4.8 5. 9 6.7 8.4 9.9 11.4

それに対して， この時期から既に建売り分譲住宅の新設割合が増加しはじめていることに注意し 

なければならない。 また， これらの分譲住宅と貸家の新設が大都市圏に集中していた事実も表一2 

から読みとることができ， この傾向は，そのまま続き1970年前後にピークに達している。

ところが1970年から現在に至る期間においては人口の一方的な都市集中では説明しきれない現象 

も起りはじめている。例えぱ者エ新設住宅の地域別建設戸数は関東臨海，東海，近幾地域の合計の 

全国建設戸数合計にしめる比率が依然として高水準ではあるものの， 1971年，1972年を境にやや低 

下しはじめている。

これらの背景には，都市における住宅需要が， そこに流入してくろ人口との相対的な関係におい 

て，量的には一応充足され， 所得水準の安定化にともなって住宅の立地も含めて質的に多ま化しは 

じめた事実があると思われる。 住宅問題はいわぱ多ぽ化という新段階に入ったとC、ってもよいであ 

ろう。 しかしこの時期においても個人による持家住宅が著しく増加しているとは云えず， やはり

注 （5 ) 以下のような時代区分とその解釈は，住宅金融公庫編『資料でみる日本の住宅問題』(1980)中に見出される。
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住宅の質の選択と価格関数

表一2 新段住宅の大都市袖域建段戸数の割合（単 位 %)
(『資料でみる日本の住宅問題J (前出）より）

1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978

総 計 63.6 63.2 56.6 54.3 54.7 55.0 56.1 55.2
持 家 50.9 50.2 47； 8 46.8 46.6 45.7 45.8 45.8
貸 家 71.9 69.1 60.0 60.4 58.4 57.2 58.0 55.7
給 与 58.6 54.4 52.4 47.0 45.8 42.7 43.9 34.5
分 譲 79.9 82.0 70.6 68.9 73.4 73.7 75.6 74.5

分 譲 • 建売り住宅が供給方式の主力として着実に増加したのである。 住宅の所有形態からみると分 

譲は持家となるものであろから，我が国の特徴として持家の貸家に対する比重は高く， しかも分譲 

の増加が寄与して，持家比率はなお増加傾向にある。

一方住宅の質という観点から，住宅の広さを問題としてみよう。 住宅の広さには一戸当り床面積 

と，一戸当り敷地面積とがあり， 両者では変化の方向が異なっている。 前者を新設住宅について 

「建築統計年報」（建設省計画局）でみると， 1950年から1978年に至るまで1962年の例外を除けば一 

様に増加傾向にある。つまり前者については住宅の質は向上し続けているといえる。 しかし後者に 

ついては，国土庁の昭和52年 版 r国士の利用に関する年次報告」から, 市街地について1965年の一 

戸当り宅地面積153m2 から1975年 の 118m2 へ，市街化進行地域について1965年 の 216m2 から 

1975年 の 125m2 へといずれもかなりの小規模化が進んでいる。分譲建売り住宅の開発が都市の郊 

外へと拡大される形は， あたかも米国における定型的な郊外化現象に対^応するもののように見える 

力;，分譲住宅の宅地面積の相対的縮小は， 郊外での住宅の質的な充実を必ずしも保SEするものでは 

ない。むしろ我が国の場合は， 郊外においてもかなり狭小な住宅が増設されていると見るべきであ 

ろぅ。

郊外に住宅を立地する目的が， より豊かな住宅消費を享受することであるなら， 我が国で進行し 

つつある上記のような住宅開発のバターンは住宅の質的向上にとって大きな問題点となるであろう。 

そのような住宅消費のバターンを生ずる理由の一つは，住宅供給が士地開発業者による住宅の建売 

り分譲方式に大きく依存していることであると思われる。

建売り分譲による住宅需給の特徴は，個人が住宅の広さや質を自由に決めるのではなく，土地開 

発業者もしくは開発者が需要者の選好を考慮に入れて，最も有利な一区画の広さ， さらにその上に 

建築される住宅の床面積や建物の質をきめ供給する。 士地開発業者は，いわぱ質的に差別化された 

耐久消費財の生産者と同じ行動をとっていると見られる。 住宅の購入者も住宅という財を一 3̂のバ 

ッケージとして購入するのであり，住宅という便益を生ずる個々の財， すなわち士地，建物，下水 

道，立地条件，環境等々を一つずつ個別に購入するのではない。

分譲方式は都市の郊外における宅地開発に限らず，既成市街地域における高層共同住宅分譲、わ

—— 4 1 (227 )——



「三田学会雑誌J 76卷2号 （198禅 6月）

ゆるマンション分譲にも見出すことができる。 都心のマンションと郊外の一戸建て住宅とを比較し 

てみても，同じ住宅という便益を得ることができるが， それぞれの住宅を取りまく生活はかなり異 

なってくる。 これらのかなり異質的な住生活の選択を， 代表的個人の効用関数だけで説明すること 

は現実的でない。居住地の相違は居住者の選好つまり効用関数を変化させる。 住生活はすべての消 

費習慣に影響を与え消費者の選好を変化させる。 こうした住宅立地にともなう習慣形成を考慮に入 

れることが望ましい。

住宅立地点の特性は都市中心部からの距離で示すことができる。 したがって，上記の論点は，都 

心部からの距離が変化するにつれてそこに立地する居住者の効用関数がシフトし， 立地特性と住宅 

の質の指標によって異なる住宅価格との関係で効用を最大化する立地と質が決定されるという理論 

的枠組を与えろ。 またこのような分析は，都心部から郊外にむかって距離が離れろにしたがって分 

譲住宅の広さがどのように変化するかを均衡論的に説明することを可能にする。 我が国の郊外化の 

現実は表一3 の民間宅地造成における一戸当り敷地面積の距離圏別分布が示すように， 跟離が長く 

なるにつれて面積は広くなるものの， 距離圏別平均価格の急な低下に比較すれば相対的に面積の拡 

大率は小さい。首 都 圏 の 5 0 k m 以遠，近 幾 圏 で は 3 0 k m から逆に敷地面積は縮小している。

表一3 距離園別一戸当り敷袖面積

「民間宅地造成事業実態調査」（昭和52年 • 建設省計画局）

単位：mV戸

〜10 10 〜20 20 〜30 30 〜40 40 〜50 50〜

首 都 圏 73 131 163 181 205 172
中 部 圏 169 182 228 242 158 266
近 幾 圏 70 154 193 176 211 181
その他地方 218 222 224 222 204 226

この事実は，郊外における住宅の質が都市中心部から離れて立地することに伴う通勤コストや種 

々の都市機能への アクセ ス コストを相殺するほどには改善されていないことを推測させる。

以下では，立地と住宅の質の選択のバ ターンを説明するための理論モデル分析が試みられる。 モ 

デルの枠組は差別化された商品につ い て の Hedonic Price m odelであり， S. Rosen, "Hedonic 

Prices and Implicit M arkets: Product Differentiation in Pure Competition", Journal of 

Political Economy, 1974の線に沿うものである。その意味で分析は価格理論的である。 他方，住 

宅需要の決定要因には消費者の所得が重要であり， 住宅の質の選択は立地する住民の所得水準の高 

低に大きく依存している。 そこで所得階層別の住宅需要の所得弾力性と立地との関係の究明が必要 

となる力;， この側面は本稿では捨象されており，住民の所得格差は無視されている。 しかし時系列 

的な住宅の質的変化を説明するためには住宅立地と住宅需要への所得分析的アプローチが今後の課 

題となろう。

—— 42 C228) ——



§ 3 分 譲 住 宅 の 需 要 分 析

分譲住宅に対する需要を分析するため，次のような差別商品モデルを作る。 モデルの仮定は，

{1)消費者は都心部（CBD)か ら M0〜M lの距離に一Ifに W 家計ずつ新しい住宅を需要している。

(2)—家計は一戸を* 要する。

(3)供給される住宅は土地付き住宅でいわゆる建売り分譲である。

■ (4)各家計の所得は同一である。

(5)各家計の嗜好はその家計がC B D からどの距離に住むかに依存していろ。

(6)住宅の耐久財としての時間を通じての消費の側面は無視する。

としておく。

仮定(5)より各家計の効用関数は

U =lK x ’ h, u ) ............................................................................................... ①

た だ し re:消費財集合の量，み：住宅の面積，《: C B D か ら の 距 離 で あ る 。 ここ 

で h は住宅の質を表す指標であり， とりあえず建売-り分譲の一戸当り面積と考えておく。 ま た U 

は都市中心部からの阻離でありながら， そこに立地する居住者の生活全体からくる習慣や特徴を示 

すものであり，各家計グループに付与された指標でもある。 《の大小はC B D に通勤する人々にと 

っては，時間的および直接的な通勤コストを示すであろうし，通勤することなくそこに居住する人 

々にとっては都市中心部にのみ立地する文化的都市サービスへの接近コストや， 都市の重要な機能 

である情報への接近コストを示すものである。 したがってこれらのコストを考慮した家計の予算制 

約式は，消費財の価格を1 とすれば,

y=x-\-ut-\-PQi, " ) ......................................................................................... ②

ただし，2 / : 家計の所得，厂上記諸コストの距離当り費用，P : 分譲住宅の価格，である。

②式:に お い てPOi, u ) は住宅の価格が立地条件《と住宅の質みに依存していることを示してい 

る。 h は住宅の面積であるが，このモデルの特徴として，住宅の価格P は h の増大にともなって必 

ずしも比例的には増加しないことに注意すべきである。 その理由は， この土地付き住宅が一つのバ 

ッケージとして住宅開発業者によって販売されているからである。 問題は結盾，消 費 者 は /^(み，U) 

を所与として①の効用関数を極大化させる， お よ び 《を決定する。 これらの結果はM が M0から 

まで変化するにつれ， どのようなみ* すなわち最適面積が需要されるかを表わすことになる。 ラ 

グランジェ乗数を；I として関数

U-̂ X {x+ut+PQi, u^—y]

の極大化を求めると，

住宅の質の選択と価格関数
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PuOh -1

PfiOi, u)=-jj- ...

.②

.④

た だ し Pu, P h は P(A  u ) を そ れ ぞ れ h で偏微分したもの， Uu、Uh, U x は IKx, h, u) 

を そ れ ぞ れ u, h, X で偏微分したものである。

都 市 に メ リ ッ ト が あ る な ら 通 常 は は 負 で あ る か ら ，③ 式 よ り 《が長くなるにしたがって距離 

に関する住宅の需要価格は低下する。 この点は従来の都市理論と同後である。 しかしここでは，住 

宅の広さみが変化するにつれて住宅価格は非線型に変イけるかもしれないから，所 得 y を一定と 

した予算線はたて軸にa ; , よこ軸にみをとれぱ図ー1 のように表される。 図 一 1 で 《を S に固定 

してあるが，《を変化させるにつれて予算線および選好を示す無差別曲線はともにシフトする。 し 

たがって都心からS の距離に立地する家計は， 予集陳- S ) と， 無 差 別 曲 線 j7= 

Uix, h, u ) との接点である図の/?*〔穿) を主体的均衡点として選択し，住宅面積をみ*0 0 に決定 

することになる。

結 局 《の変化は選択される均衡のみ* を変化させる。例 え ば に お け る W 家計は 

という質の住宅を需要する。つ ま り 均 衡 と し て の は " の関数になっている。 これを逆に選択さ 

れたみ* の変化からながめると， み* の変化はU の変化としても表される， 特に住宅の供給者側か 

ら見れば， 同じタイプの住宅がどの地域で需要されているかが重要な関心事である。つ ま り が  

需要されている？<がわかれば，" 一単位 はm 家計に対応しているから，み*タイプの住宅の需要者 

数すなわち需要量が知れるのである。その意味で ，
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Z W )  ............................................................................................©
dh*

は住宅面積hネの住宅に対する需要の密度を表すものである 

そこで⑤式を④式より求めると，

、Ux ) \ \_U: j ) \ Ux } 4  \Ux } dx y du
dh dx dh [ du dx dh

に お い て x=y_iit—P(}i, «)であることに注意すると’

d { l t )  UhhlU- UnxU^-U：rxUK
dh

UhuUx—UxuUh , r»、 UhxUx—UxxUh^ du ^  
-----  ̂ —U+PuJ • ---- F7i---- i^n r ......................⑥' I m  、‘ T むノ u\ j dh

一方，PれQi, u) の全微分より

パ P- n  、 n  d u  - ^  
■f*hh ~t~ Ptiu JL ......................................................................................⑦

dh 1 a ぃ 1れ dh

⑥，⑦式より，

du 一 UlPhh'^(.UhxUx~UxxUh')Ph+UxhUh~UhhUx ___ ■ ^
~dh~ ihu u : - Uxu Un 一 ( Uk:  ih 一 ihm Uk) 0 + P u) —inPhu ............................^

となる。

⑧式から各面積の住宅需要量は，効用関数の形状に依存するのはもちろんであるが，特に住宅の 

質に関する価格関数p a , U ) の形状に依存している。 しかもこの価格関数の二階の偏導関数に依 

存していることが特徴的である。 したがって⑧式は，二階の偏微分方程式をなすわけで，一般的に 

解が得られるわけではない。 こ こ で 特 に 問 題 を 複 雑 に し て い る の は ⑧ 式 の や で あ り ， こ 

のぅち！\ は③式より， ま た は 価 格 関 数 を additiveな関数とすれば単純化が可能である。 

つまり，分ま住宅の価格が立地の特性U のみに依存している部分と，住 宅 の 質 h のみに依存して 

いる部分とに分離できる形である。 この関数形は理論的には一般性が少ないが，現実には分譲住宅 

力て土地と家屋から成っていて， 前者の価格は都心からの距離" に強く依存するものであり， 後者 

の値格は住宅の面積h を狭義に住宅一戸当り床面積と解釈する場合h の関数になっていることか 

ら，上の加法的な価格関数も十分現実的であるといえる。 ただしこの場合，敷地面積と床面積との 

技術的な相関関係が全く考慮されないことになる。

いずれにせよ'分析上は， 住宅のうち建築物である家屋の質と価格との関係のみに関数関係を限定 

'した方がより簡単である。次節では， この単純化されたモデルにつ\；、て需要のみならず*供給側の 

行動も考慮して，価格関数の市場均衡値を求めることにする。
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§4 住宅の質と価格の均南分析

前節では明示的に土地付ぎ分譲住宅を分析の対象としたが， ここでは住宅の建築物つまり家屋だ

けを考えてみる。周知のように我が国の持家指向は欧米をしのぐ程であり，経済高度成長期初期に

建造された持家の老朽化にともなう建て替え需要が， 既存の注文建築方式の他に規格化された商品

としての供給によって満たされつつあることにも注目すべきである。 新しい住宅産業は差別化され

た商品の質的競争市場となりつつある。差別化された商品の分析についてはH. Sonnenscheinの
( 6 )

文献にそって，以下ではその理論を住宅産業について応用してみることにする。

, 効用関数は前節と同まであるが，みは一戸当り住宅の床面積， したがって予算制約は，

y = x + P (.h ') ..................................................................................................................⑨

と簡略化される。以下の分析は同にすすめられ，床面積で区別されるみタイプの住宅に対する需 

要密度はみの二階の微分方程式として示される。

そこで効用関数を

U=xa • 1 — 1 .................................................................................................. ⑩
ノ 、

とやや特定化すると，④式より

I \ \u—u' (A) • h ]

「三田学会雑誌」76巻2号 （198祥 6月）

P' (A)= —  • X "2

dh +  ~  ~rdh = ——  du a h

uQi) =  Cl h {y—P  (M)}耳

これより

^ = c i  {y-PCh：)] ̂  - C i j  •  h (2/ •P'ih') ..............................................@

ただしび，色, Clは正の定数である。 特に住宅に関する選好とその他の消費財の選好の重みが等 

しいケ ー ス ，す な わ ち CC二色の場合には® 式 は さらに

=ci{y—PQh) —P ^(^) • h] ..................................................................................@

注 （6 ) Hugo Sonnenschein "Note on Price Dynamics and the Disappearance of Short Run Rents" 1978, 
unpublished mimeograph, Princeton University.

( 7 ) 同様な効用関数は R.M. Solow "Congestion, Density and the Use of Land in Transportation" Swedish 
Journal o f Economics, March, 1972にも見ることができるo
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となる。 @ 式は住宅の需要の側面であって， 価 格 関 数 P (み）を求めるには供給サイドの分析が必 

要である。

供給側については住宅産業もしくは開発業者の行動モデルを次のように設定する。

(1)開発業者はC B D か ら 距 離 《0〜《1 内に床面積みの異なる種々のタイプの住宅を供給する。

(2)開桑業者はどのタイプの住宅をいくつ建設するかを決定する。

(3)開 発 業 者 はP O O を所与として利潤の最大化をはかる。

(4)住宅建設の費用関数は住宅のタイプみと建設戸数" に依存する。 C =  COi, n)で, Cft>0, 

C „ > 0 ,はそれぞれの変数で偏微分したものである。

以上の仮定より，各みに対する利潤は，

n=n • P(ih') — C(.h, n) ......................................................................................®

-したがって企業は短期的にはw の調整のみによって利潤を最大化しようとするから，⑬式の極大条 

件は

~ ^= P Q l) — CnOt, « )= 0 .................................................................................. @

@ 式より，みタイプの住宅の供給量が

n=Sih, P O O ) ............................................. ..................................................®

と決定される。

ここまでは企業の主体的均衡理論であるが，POi) の市場均衡を求めるには住宅産業全体の供絵 

量と市場需要量との均等式を用 '̂ 、ることが必要である。 この時問題になるのは各みを建設する開発 

業者の数の分布である。短期には規格住宅のタイプは変更できないから，各みを供給する企業の分 

布【ま所与として各みについての需給が均衡すろように市場価格関数P C /i)がきまると考える。 企 

業のみに 関 す る 分 布 をg O i )とすると需給均衡は，

. 1 du

住宅の質の選択と価格関数

D : S • gQh) ........................................,..........................................®\d h  

である。

⑩ 式 で は P 〔め の形状の関数であるから形式的には@ 式 に よ っ てP O O が決定される。 

効用関数⑩においてa =色のケースでは需要は@ 式より，

■ c m —P  00  — P ' Od • h)

である。今仮りに費用関数として各変数について適増的な

CQi, n)=q  • み2 - "2 ..............................................................................................@

た だ し g は正の定数 

を想定し，なおかつ住宅産業の短期的分布がA に関して適増的な
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gih')=eh^.........................................................................................................®

た だ しe は正の定数で，hoン 仏  

である場合を考えろと， ネイプみの住宅需給均衡式は， ® 式を考慮して@式より

cim{y—P Oi)—P'ih') • h] = ~ ^  • POO  

• h = y - P O O - Y ^  • POO

... 2 / - ( l+  2cma )ア(み) = C 2 /T (i+ ^ )

... P Q i ) = ------------------- \ y —C2h 、 ノ I .................................................................................... ⑯
H --?-- k }

2 ciinq
た だ し C2は正の定数

⑭式でようやく P (み）の形状が求められたが， p "0 0 く0 , となっていることがわかる。 

この形状を決定する要因として企業の分布fir(み）は重要であり，⑭式は必ずしも現実的ではなく， 

そ の た め p " a ) < o が結果したと思われる。

§ 5 長 期 の 定 常 状 態

前節では短期の市場均衡を描いたが，最後に長期の産業均衡についてながめよう。短期の市場均

衡において実現する企業利潤は，任意に与えられた企業分布をもとに生じたものであって， そのた

め様々な利潤格差をもつものになるであろう。 そこで独占的競争市場における企業参入と同後に，

長期においては利潤の異なる他の住宅タイプの供給に企業は生産を変更するであろう。 いわぱ一つ

の住宅産業の中で企業の供給バターンの分布が変化すると言えよう。 このような分布の変化はまず

利潤の格差によって生起し， やがてその格差が解消するとそれ以上分布の変化は止まるであろう。

したがって長期均衡の条件は， 企業がみを変化させることによってはもはや利潤JT(A, « ) を増
C 8 )

大できないことである。 この時，長 期 の g O i )とそれに対応するP * a ) を求めることができる。 

®, @式より

P (み)）

となるから, 上 記 の 条 件 は* ^ = 0 で示すことができる。 前出の費用関数@の下でこれを計算す 

ると，
( PCh) ^

冗= トV ■ ソ• i ~ l T ) ......................................................................................⑩

注 （8 ) 利潤の絶対I I の均等{匕の他に，禾0潤率の均等^匕を企業分布変イ匕の要因と考えることもできょうが，この場合利潤率 
を計算すろと正の定数となり住宅タィプAに関わらず一定となる。 したがってやや単純な仮定ではあるが，利潤の平 
準化を長期均衡条件とした。
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dn _\(2q-l\ P(h) P'iH) • h-Pih')
が

... P*Ch)=ろh.........................................................................................................@

ただしろは正の定数

® 式でこの住宅産業が長期に落着くべき価格関数が求められる。 この関数が線型になることは注目 

に値しよう。

これより効用関数⑩ Ox =  0 ) の 下 で 各 A について需要• 供 給 を 一 致 さ せ る 企 業 の 分 布 (み）を 

求めると，

DCh, POO, P'ih')') cm,

となる。

したがって，

soi, p a ))
し{み2/—23が}.

4d

また，

DQd=c\m(：y—2dh') 

5 (の = f

であるから，以上より gdH), SihX DChi)を図示すると図一2 のようになる。 

g ih)

図一2
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な お ろの 決 定 は 5 に依存して，み(《0)=み0, K u d = h x がきまり， したがってみ0 (5 ),み1(5)で 

あるから。住宅産業の企業総数をL とすると，

「三田学会雑誌」76巻2 号 (198禅月6)

5 gOi)dhニ \ ■ ^Qiy- 2ろめdh=L 
なa(ろ、 】ht\ 0

. . . L

となり， こ れ よ り 5 がま定する。

,み0(3)

cm

が -をろが)L

§ 6 結 び

以上は住宅産業における需要供給分析の統合によって， いかに質に関する価格関数が決定される

力、，またさらに，そこに発生する利潤をもとに企業が供給する住宅の質にいかなる変化が生ずろか 
(9 )

を簡単に見たものである。

その結果，短期においては，企業の分布は固定されているため，例えぱ⑭式にみられるように価 

格関数は一般的に非線型でありうる。 つまり住宅価格は，床面積の広さにしたがって比例的には増 

加しない。それは需要側の要因によっても左右され， 消費者が比較的狭い住宅を多く需要している 

社会においては，その種の比較的狭い住宅の価格は相対的に高価である。 このような価格の非線型 

性は供給側の質的分布が発生する利潤に対して未調整であるからに他ならない。

これに对して長期においては企業の調整がスムースである限り，需要が多いタイプの住宅は，固 

定的な企業の利潤極大化行動に制約されることなく，参入企業によって多く供給されるから， 例え 

ぱ@ 式に見るように価格関数は線型となっている。 これに対応する企業分布は(§)式のように，’ 需要 

D Q i ) と 供 給 5 (み）のaife離をうめるべく，ある住宅タイプの生産についてピークを形成するのであ 

る。

現実の住宅市場について， より多くの経験的資料に合致する消費者の効用関数と住宅建設の費用 

関数を用いて，上記と同まの結論がえられるとするならば， 価格関数の現実の形状をながめること 

によって，その社会の住宅産業が消費者の需要に十分に応じているか否かを判定することができろ 

であろう。本稿の極めて簡単なモデルの結果からわかったことは， 住宅産業が長期の定常状態にあ 

るか否かは，価格関数の線型性に依存するであろうということである。 しかし上のモデルも各住宅 

開発業者の規模を小さく想定した競争モデルになっており， ここでいう住宅産業の社会的最適性は 

その競争モデルの定常均衡の最適性にのみ限定される。 競争均衡の最適性（バレート最適性）を越え

注で（9 ) 本稿が通常の差別化商品の分析と異なる点は，消費者の効用関数の指標が立地に依存する点であり，そのため商品 
の質の分布が地域的にどう変化するかを調べることが可能である。またこの仮定は消費者の地域的習慣形成を明示す 
る点で重要である。
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た規範的な問題については， より政策的な住宅政策モデルを設定しなければならない。

また上記の競争的住宅産業は必ずしも現実と一致するものではなく， いわゆる大手開発業者，大 

手不動産業者の存在が現実のマーヶットをどのように変化させるかを調べねばならないであろう。 

特に首都圏， 大都市圏の広範囲にわたって住宅を供給できる企業の利潤最大化行動からどのような 

都市の住宅開発がなされ， どのような住宅の質の地域的分布が結果されるかは， 今後の都市経済学 

の極めて興味深い課題となろう。 （経済学部助教授）
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